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近年，自動運転技術の開発競争が急速に進展しており, そう遠くない将来における実社会への導入・普

及が予想される．そのため，多様なドライバー間に働く相互作用を加味した上で時々刻々と変化するドラ

イバーの運転行動の記述は，道路ネットワークの運用上必須となる．本研究では，車線変更行動を対象に，

周辺車両との相互作用を前提としたドライバーの動学的な意思決定モデルの定式化を試みた．加えて，パ

ラメータの構造推定を適用した．阪神高速道路合流部における実データを適用した結果，静的なモデルで

は従来明らかにされなかったバイアスが確認された．さらに，相互作用項の導入により，車線変更を意図

する前方車両を拒むドライバーの存在が確認された． 
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1. はじめに 

 

近年, 自動運転技術の実用化を目指した開発競争が目

覚ましく，一部の機能については既に実車に実装されて

おり，そう遠くない将来において実現することが予想さ

れる．自動運転技術の導入は, ドライバーの運転支援の

みならず，社会的な交通問題である事故の減少や渋滞の

解消に資する可能性が高い 1)．自動運転制御の導入はヒ

ューマンエラーを排除し，交通安全の確保を可能とする．

自動運転技術の実社会への導入ならびに普及を見据え，

手動・自動運転の車両が混在する交通流を想定すると, 

いま一度道路ネットワーク上におけるドライバーの運転

行動について検討することが必須となる. 

 既往研究においては，運転時におけるドライバーの主

な行動として，車両追従と車線変更の 2つが分析対象と

なっている. 車両追従行動は，その決定要因の数が限ら

れるため，古くからモデリングが行われており，多くの

研究が蓄積されている．一方，車線変更行動は，車線変

更の必要性や実行可能性，他車両との車間距離，速度調

整など多くの要素が含まれるため解析が困難であり，研

究の遅れが指摘されている 2)．周知の通り，車線変更行

動は，周囲の交通環境に依存して意思決定が大きく変容

するものであり, 他のドライバーから受ける影響によっ

て行動要因が決定される．しかしながら，従来の車線変

更モデルはドライバー個人の独立した意思決定として扱

われており，他車両間で相互に及ぼし合う影響について

は考慮されない場合が多い. そのような中で，Hidas(2002, 

2005)3,4)は，混雑した状況下での合流部の記録動画を用い

て, 車線変更を意図するドライバーとこれを受容するド

ライバー間の車線変更モードを独立的, 強制的, 協力的の

3 タイプに分類した．交通マイクロシミュレータ

ARTEMiSによる再現実験の結果, 車線変更を企図する前

方車両と車線変更先を走行する後方車両との間で速度の

調整が行われることを明らかにしている．車線変更モー

ドの分類という概念は，多くの研究で適用されているも

のの，その判別がシミュレータの性質に強く依存してい

る．またKita et al. (2002)5)は，高速道路ランプ合流部での

車線変更を対象に, 合流車と本線後続車両の完全情報非

ゼロ和非協力 2 人ゲームとして定式化している. しかし，

このモデルは合流時の速度調節を加味されておらず，記

述能力に欠ける．従来の研究では，モデル化の対象とな

るデータの取得範囲が限定的であり，直近の車両挙動の

影響とその変遷の表現が困難であった．これに対して，

羽藤ら 6)は画像データとプローブデータを用いて，まと 
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図-1 車線変更における動的な相互作用の概念図 

 

まった長さの詳細な走行軌跡分析を行っている． 

ところで，本来ドライバーは，時間遷移に伴って最適

な環境を探しながら車線変更の実行に至ると考えられる

が，時系列に沿った複雑な思考の表現の乏しさが指摘さ

れている 2)．Choudhury et al.(2010)7)は，Plan-Action の概念

を念頭に一次隠れマルコフモデル(HMM)を用いて非観

測なドライバーの意思(i.e., Latent plan)の時間遷移を明ら

かにしている．このようにドライバー相互に及ぼし合う

影響や, ドライバーの意思の時間遷移を加味した意思決

定に関する研究は非常に有意義な示唆を与えている. し

かしこれらの研究には個人間や時系列に内生する要因が

考慮されていないため, 推定結果にバイアスが生じる可

能性がある.  

以上を踏まえ本研究では, 車線変更に伴う周囲の車両

との相互作用ならびにドライバーの動学的な意思決定に

着目し, これらを記述するモデルの定式化を試みる. 具体

的には, 意思決定者の効用関数に他者の選択行動や将来

の効用が内生する入れ子型のモデル構造を定式化する. 

阪神高速道路守口環状線合流部におけるビデオ撮影調査

から取得された座標データを基に, 車線変更を企図する

ドライバーと車線変更先の後方を走るドライバー間の相

互作用, 並びに将来効用による再帰的な作用を記述し, 擬

似最尤推定を行う. 構造推定を援用した動学的な意思決

定構造をもつ車線変更相互作用モデルを構築し, 従来の

静学的モデルとの比較によってその妥当性を検証する. 

 

2. モデルのフレームワーク 

 

本研究における，車線変更に伴う動学的な相互作用の

概念 (図-1) に基づき，以下のような定式化を行う． 

 

(1) 社会的相互作用モデル 

 様々な社会的相互作用のうち, 本研究では特定の個人 

 

 

 

 

 

 

図-2 動学的離散選択モデルにおける意思決定構造 

 

間での影響を考慮したローカルインタラクションを想定

する. 個人 iが特定の個人 jから影響を受ける際の効用 ui

を以下の式(1)で表す. 

 

(1) 

ここで，xi,tは時刻 t における外生的な説明変数ベクトル，

yj,tは個人 jが iに与える相互作用変数，εiは誤差項，αiな

らびに γjは推定パラメータである，一般に yjは内生変数

であり，jの選択確率 Pi,tや効用の確定項 ui,tなどを代理変

数として適用されている．  

 

(2) 動的離散選択モデル 

a) 動的計画法に基づく動学モデルの定式化 

 本節では将来効用を考慮したモデルの定式化を行う. 

各個人 iの意思決定ルールとして, 時刻 tにおける状態変

数 si,tを観測し, 式(2)で表される現在割引将来機会効用を

最大化する行動 di,t∈Dを選択すると仮定する. 

 

(2) 

 

ここで, β∈(0,1)は時間割引率, u(di,t, si,t)は時刻 tでの効用

を示す. これは個人ごとに動学的計画問題 (DP問題) にな

っており, v(si,t)を価値関数とする Bellman最適性原理 8)に

より, 式(3)のように再帰的な表現で記述できる. この式で

は将来の価値が入れ子の構造となって現在の価値関数に

組み込まれている． 

 

(3) 

 

 各個人 iの将来の状態変数は 1次マルコフ過程で表現

されると仮定し, マルコフ推移確率分布関数をF(si,t+1 |d, si,t)

とする. 

 各時間帯の効用関数を u(d, si,t), 状態変数 si,tのうち観測

可能な変数を xi,t, 観測不可能な変数を確率項 εj,tとすると, 

価値関数 v(d, si,t)は式(4)となる. 

 

 

(4) 

ここで誤差項に i.i.d.ガンベル分布を仮定すると, 行動 di,t

の選択確率は式(5)で記述できる. 
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図-3 擬似最尤推定法の計算プロセス 

 

(5) 

 

 

b) 意思決定構造と価値関数 

 価値関数 v の設定にあたり, ドライバーが車線変更ま

たは直進を選択する際の意思決定構造(図-2) を次のよう

に考える．個人 iが時刻 tで直進を選択する際には, 次の

時刻 t+1での車線変更実施を想定した意思決定を行って

いるとする. これは, 現時刻 tでの車線変更実施により得

られる効用(価値関数)と現時刻 tでの直進と次時刻 t+1で

の車線変更実施により得られる効用の和(価値関数)を比

較し, 効用を最大化する意思決定構造を仮定している. こ

の仮定に基づき, 価値関数 v(d, xj,t)は式(6)で表される.  

 

(6) 

 

 

 車線変更の価値関数 vLC(dLC, xj,t)は車線変更実施で得ら

れる効用を示す. すなわち, 車線変更完了による効用であ

る.  

 次時刻t+1での車線変更実施であっても車線変更完了

による効用を得られる場合, すなわち，車線変更実施可

能性が高いケースでは, 時間割引率βは大きくなる. 一方, 

次時刻t+1においては車線変更完了による効用を得にく

い場合, すなわち，車線変更実施可能性が低いケースで

は, 時間割引率βは小さくなる. 式(6)のβuLCは次時刻t+1の

車線変更完了による効用の期待値を示す. 

 

3. 推定手法 

 

構造推定アプローチは, 各個人が特定の経済理論モデ

ルの中で最適化行動を行うという仮定の下, その経済理

論を特定化するパラメータの推定手法である. 集団内の

各個人間, あるいは同一個人の時系列の効用の間に入れ

子の構造をもつモデルのパラメータを推定する際, 特に

効用を加法分離して逐一計算できる場合には, NFXP (Rust, 

1987)9)などの手法を用いる. ここではNFXPから計算負荷

の軽減を目的に発展した手法のうち, 本研究において用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 車両データ化区間 

 

いた擬似最尤法 10)について説明する. 

 擬似最尤法は, 適切に与えられた内生変数の初期値を

もとに算出される擬似尤度を最大化するようパラメータ

を求め, 以降収束するまで内生変数と擬似尤度関数の更

新を繰り返す計算手法である. 以下に本研究における擬

似最尤法の推定プロセス (図-3) を概説する. 

 

① 意思決定者の効用関数に内生する他者の効用に初期

値 u0を代入する 

② プレイヤーiの効用関数に内生する他者 jの効用に, 分

析者が任意に設定した初期値を代入することで算出され

たプレイヤーiの尤度関数を擬似尤度と呼ぶ. プレイヤー

jの場合も同様であり, 両擬似尤度関数を足した全体擬似

尤度関数を最大化する 

③ 全体擬似尤度関数を最大化する構造パラメータ α, γを

算出する 

④ 推定されたパラメータ α, γを i, jの効用関数に代入し, 

内生変数を更新する 

以降, パラメータの変化値が10-4以下に収束するまで②

～④を繰り返す. 

 

4. データ概要  

 

(1) 使用データ概要 

本研究では, 阪神高速道路守口線環状線合流部におい

て 2006年 1月 12日に取得されたデータを用いた. データ

は守口線環状線分流部付近から高麗橋入口付近までの全

長 700 mの区間(図-4)において, 7台のカメラで取得され

た. 混雑, 非混雑各時間帯を対象に任意に抽出された連続

した車両 100台に対し, 1秒毎にキロポストと車線番号を

与えている. このうちこれから車線変更を行う車両のデ

ータと, 車線変更先後方に存在する車両のデータのみそ 
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図-5 車線変更必要回数と直進/車線変更の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 車線変更までの臨界距離と 

直進/車線変更の選択割合 

 

れぞれ抽出した. 

 

(2) クロス集計 

上記データを用いて車両挙動の行動特性を把握するた

め, その状況の推計を行う. 特に車線変更とその受容の意

思決定を行う車両や周囲の状況に着目し, 再現性の高い

モデルの構築を目指す. 

 

a) 車線変更車の意思決定 (直進・車線変更) 

 車線変更に際して, ドライバーの意思決定に関わる要

素について考察する. 図-5に, 残りの車線変更必要回数に

応じた直進と車線変更の選択割合を示す. ここで車線変

更必要回数 xLCtimesとは, 車両が対象区間内で行う車線変更

の回数に対して必要な残りの車線変更の回数と定義した. 

非混雑時においては, 車線変更必要回数が多いほど車線

変更を選択する傾向にある. これは車線変更を出来るだ

け早く済ませてしまいたいという心理が反映されている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 後方車両時速と加速/減速の選択割合 

 

表-8 前方車両と後方車両の行動の組み合わせ件数 

 

 

 

 

 

と考えられる. 一方で混雑時においては, 周囲の車両の流

れに対応しなくてはならないことから, 車線変更を企図

しても実行できない状況が読み取れる. また交通流の流

れが全体として遅くなることから, 必然的に直進を選択

する割合が多くなることがわかる. 

図-6に車線変更臨界距離に応じた直進と車線変更の選

択割合を示す. 車線変更臨界距離 xdistとは, 対象区間終了

地点までの残り距離と定義した 混雑時,・非混雑時とも

に, 臨界距離が小さくなるほど車線変更の選択割合が大

きくなることがわかる. 対象区間の終了地点が近づくほ

ど車線変更を余儀なくされ, 車線変更の選択割合が大き

くなると考えられる. 

 

b) 後方車両の意思決定 (加速・減速) 

車線変更先の後方を走る車両に関して, 加速・減速の

意思決定に関わる要素を検討する. 図-7は, 後方車両の時

速に応じた加速と減速の選択割合の関係を示す. この図

から, 自身の速度が大きいほどその速度を維持したいと

いうドライバーの心理を推察することができる. また，

後方車両が加速する際には, 後方車両の速度が車線変更

車の速度より大きい割合が 69.2 %であり, 減速する際に

は 27.5 %であった. このことから, 後方車両の速度の方が

大きい場合には, 車線変更を受け入れる前に通過してし

まおうという意志がはたらき, 一方で比較的遅い場合に

は減速することで車線変更を受け入れる傾向にあるとい

える. 
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c) 車線変更車と後方車両の行動の組み合わせ 

観測されたデータから, 車線変更車の行動と後方車両の

行動の組み合わせを考察する. 表-8は, 双方の意思決定の

組み合わせ件数を示している．この表から, 車線変更を

行う際には後方の車両は進入を受容するために減速する

割合が多いこと, そして車線変更車は後方の車両の減速

を期待して車線変更を実行する可能性が示唆されている. 

従って, 後方車両は前方の車両が車線変更を行うか否か

を常に予測し, 相互に接触する事態を避ける行動を選択

するという仮説が立てられる. 

 

5. 車線変更モデル・受容モデル 

 

4 章での集計結果を踏まえ, 車線変更を企図する前方

車両のドライバー, 及びその変更先車線後方を走行する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ドライバーのモデルを構築する. 

 

(1) 車線変更モデル 

表-8より, 車線変更を企図するドライバーiは後方車両

のドライバーj が減速する機会を伺っていると仮定でき

る. そこで車線変更の効用に, 後方車両が減速する効用を

内生変数として組み込む. I が時刻 t において車線変更

(LC), 直進(ahead)のそれぞれを選択した際に得られる効用

の確定項を式(7)に示す. 

 

(7) 

 

ここで, パラメータベクトル α 及び外生的な説明変数 x

によって定まる値を独立効用項, パラメータ γ 及び後方

車両 jが減速する効用 udec
j,tによって定まる値を相互作用 

0,

,,,,





ti

tj

decdec

ti

dist

ti

LCtimes

ti

ahead

distLCtimesLC

u

uxxu 

混雑時 (N=1357) 非混雑時 (N=850)

相互作用項なし 相互作用項あり 相互作用項なし 相互作用項あり

時間割引率 β = 0

推定結果 t値 推定結果 t値 推定結果 t値 推定結果 t値

車線変更効用

車線変更必要回数 -0.231 -1.169 1.768 4.087** 0.470 2.380 * 0.789 3.305 **

臨界距離[km] -6.061 -8.924 ** -14.067 -5.970 ** -6.521 -8.998 ** -8.036 -8.060 **

後方車両減速効用 - - 1.756 2.781 ** - - 1.453 2.213 *

加速効用 後方車両の方が速いダミー 0.065 0.467 0.625 3.552 ** -0.254 -1.520 -0.243 -1.433

減速効用
後方車両秒速[km/s] 35.261 5.055 ** -32.575 -3.133 ** 7.238 0.958 -28.419 -2.407 *

前方車両車線変更効用 - - -9.589 -7.799 ** - - -5.766 -3.938 **

初期尤度 -1881.201 -1881.201 -1178.350 -1178.350

最終尤度 -563.910 -724.525 -500.640 -819.552

自由度修正済尤度比 注) 0.698 0.334 注) 0.572 0.299

注)尤度関数を足さず, 各モデルで独立に尤度を最大化させた

時間割引率 β = 0.95

推定結果 t値 推定結果 t値 推定結果 t値 推定結果 t値

車線変更効用

車線変更必要回数 0.017 0.005 -0.120 -0.031 8.886 2.511 * 7.620 2.031 *

臨界距離[km] -90.104 -9.848 ** -80.635 -6.464 ** -82.949 -9.806 ** -77.964 -8.129 **

後方車両減速効用 - - -10.810 -1.089 - - -11.661 -1.085

加速効用 後方車両の方が速いダミー 0.065 0.469 0.047 0.329 -0.254 -1.520 -0.243 -1.434

減速効用
後方車両秒速[km/s] 35.282 5.058 ** -23.116 -2.301 * 7.250 0.959 -22.919 -2.127 *

前方車両車線変更効用 - - -0.023 -8.092 ** - - -0.020 -3.942 **

初期尤度 -1881.201 -1881.201 -1178.350 -1178.350

最終尤度 -1183.805 -1148.178 -826.300 -817.788

自由度修正済尤度比 0.369 0.386 0.295 0.301

時間割引率 β 推定

推定結果 t値 推定結果 t値 推定結果 t値 推定結果 t値

車線変更効用

車線変更必要回数 1.098 0.458 1.665 0.773 5.958 2.443 * 5.983 2.562 *

臨界距離[km] -66.309 -4.498 ** -65.570 -4.436 ** -54.332 -3.971 ** -50.504 -3.497 **

後方車両減速効用 - - 5.964 0.812 - - 5.451 0.974

直進効用 時間割引率β 0.918 41.207 ** 0.901 25.537** 0.897 27.371 ** 0.873 16.792 **

加速効用 後方車両の方が速いダミー 0.065 0.470 0.040 0.283 -0.255 -1.522 -0.242 -1.428

減速効用
後方車両秒速[km/s] 35.290 5.059 ** -21.274 -2.138 * 7.241 0.958 -19.597 -1.880

前方車両車線変更効用 - - -0.030 -7.994 ** - - -0.030 -3.751 **

初期尤度 -1881.201 -1881.201 -1178.350 -1178.350

最終尤度 -1181.845 -1147.537 -823.212 -815.703

自由度修正済尤度比 0.369 0.386 0.297 0.302

(*5%有意, **1%有意)

表-9 推定結果
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表-10 選択確率の集計結果 

 

 

 

 

 

 

項とする. 推定するパラメータは αLCtimes, αdist, γdecである. 

 

(2) 車線変更受容モデル 

表-8から, 車線変更を受容するドライバーは接触を避

けるため減速すると仮定できる. そこで減速の効用に, 前

方車両が車線変更する効用を内生変数として組み込む. j

が時刻 tにおいて加速(acc), 減速(dec)のそれぞれを選択し

た際に得られる効用の確定項を式(8)に示す. 

 

(8) 

 

車線変更モデルと同様に, α 及び x によって定まる値を

独立効用項, γ及び前方車両 iが車線変更する効用 uLC
i,tに

よって定まる値を相互作用項とする. 推定するパラメー

タは αfaster, αvelocity, γLCである. 

 

6. 推定結果  

 

相互作用項, 時間割引率 β それぞれの有無の組み合わ

せを変えながらモデルのパラメータを推定した. 表-9 は

混雑, 非混雑の状況下における推定結果である. 以下に, 

前方車両の車線変更モデル, 後方車両の車線変更受容モ

デル, ならびにモデル全体の尤度比の変化について考察

する. 

 

(1) 車線変更モデル (前方車両) 

 車線変更必要回数パラメータ αLCtimesは全体として正の

値である. また非混雑時には有意である一方, 混雑時には

有意ではない. これは 4章で述べたように, 非混雑時には

企図された車線変更の実行が容易であるのに対し, 混雑

時には困難であることが反映されているといえる. 車線

変更までの臨界距離パラメータ αdistは全て負の値であり, 

車線変更が迫られるほどその効用が増大するという仮説

に一致する. 混雑, 非混雑状況下でともに時間割引率(β = 

0.95)を導入することで t値が改善されている. 動学的な意

思決定を加味したことで, 静的なモデルでは従来明らか

にされなかった車線変更までの臨界距離に対するバイア

スが検証されたといえる. 後方車両減速効用パラメータ

γdecに関して, 静的なモデルでは混雑状況を問わず有意で

あるものの, 将来効用を加味すると有意ではなくなる. 一

方で時間割引率 βを推定した場合, 混雑, 非混雑双方にお

いてそのパラメータ値が減少している. このことから, 他

者との相互作用を加味すると, 将来的な自身の効用に対

する関心がやや薄れることが示唆される. 

 

(2) 車線変更受容モデル (後方車両) 

 後方車両の方が速い場合のダミー変数パラメータ αfaster

は, ほとんどの場合で有意ではないものの, 一貫して混雑

時には正の値, 非混雑時には負の値を示している. このこ

とから, 混雑時においては後方車両の方が速い場合には

車線変更を受容せずに加速する意思がはたらき, 一方で

非混雑時においては車線変更を企図する前方車両に対し, 

受容しようとする意思が汲み取れる. また速度パラメー

タ αvelocityは, 相互作用項なしの場合には正であるが, 相互

作用を加味すると負の値となる. この傾向は 4 章図-7 の

結果と一致し, 相互作用項の導入によって実際のドライ

バーの行動選択の再現性が増したといえる. 前方車両車

線変更効用パラメータ γLCは一貫して負の値であり, 全て

有意であった. 前方車両の車線変更に応じて減速する, と

する仮説とは反する結果となり, 後方車両のドライバー

は前方車両の車線変更の受容を拒む心理が読み取れる. 

これは時間的な条件や地域性, あるいはドライバーの性

格なども作用すると考えられ, 更なる検証の余地がある

といえる. 

 

(3) モデル全体の尤度比と選択確率の集計 

 全体的に, 相互作用項ならびに時間割引率の導入に伴

って尤度比は微増している. 動学的な意思決定を導入し

たことで, モデルの再現性が改善されたといえる．また

混雑時と非混雑時を比較すると, 全体として混雑時の方

が高い尤度比が算出された.  

また，これらのモデルを用いた選択確率の集計結果を

表-10に示す．混雑時には将来効用や相互作用を加味し

ない場合，観測データから1ポイントほどの差を生じた．

一方でこれらを加味した場合，選択割合はほぼ観測デー

タと整合する値となった．また非混雑時には将来効用や

相互作用を考慮することで選択割合に若干の改善が見ら

れるものの，混雑時に比べてその再現性は劣る．尤度比

や選択確率の集計結果から，本研究で提唱された相互作

用ならびに動学的な意思決定を考慮した車線変更モデル

によって，特にこれらの要因が大きく作用すると考えら

れる混雑時において，その再現性が改善されたといえる． 

 

7. まとめ 

 

本研究では車線変更に伴う周囲の車両との相互作用な

らびにドライバーの動学的な意思決定に着目し, これら

を記述したモデルの定式化を行った. またこのモデルを

用いて, 高速道路上合流部のビデオ調査から抽出された

ti

LC

tj

velocity

tj

tj

faster

tj

LCvelocitydec

fasteracc

uxu

u

,,,

,,


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



モデルの種類 混雑時 非混雑時

観測データ 5.3 % 8.8 %

静学的 (β=0)

相互作用なし
6.4 % 3.6 %

動学的 (β=0.95)

相互作用あり
5.4 % 4.3 %
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車両の挙動データを基に車線変更とこれを受容する車両

の動きに関して, 構造推定を用いて入れ子構造モデルの

パラメータを推定し, 意思決定問題の分析を行った. 車線

変更を企図する前方車両に関しては, 動学的な意思決定

を加味したことで, 静的なモデルでは従来明らかにされ

なかった，パラメータに対するバイアスが示された. 一

方車線変更車後方を走行する車両は, 前方の車両の車線

変更効用の上昇に伴い減速効用が低減し, 車線変更の受

容を拒む心理が示唆された. 本研究で提唱されたモデル

を用いた車線変更の選択確率の集計結果から，特に混雑

した交通流での再現性の増加を確認した．車両の自動運

転技術の導入に向けた交通流の把握に際し, 有用な知見

が得られたといえよう. シミュレータへの実装を想定す

ると, 繰り返し計算による負荷の大きさが課題となるた

め, 構造推定を伴う計算の高速化が求められる. 
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